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までのような均一的な整備を行うことはできない。 「選択と集中」 が求められている。 また、
運営面においても、効率的で効果的な運営が求められている。多額の負債を抱える日本(国･









これまでの研究では、 これらの視点に関しては、 データによる検証がなされていなかった。 
そこで本稿では、新しい研究として以下の４つの研究を行った。 
1.  (第２章)：これまでの港湾整備の財政資金配分を初めて明らかにしていた。 
2.  (第３章)：規制の実態を整理し、効率的運営に向けた障害を明示した。 
3.  (第４章)：リードタイムデータを効率化指標として初めて用いて、効率的な港湾運営
に向けた施策の効果を、明らかにした。 
4.  (第５章)：港湾の財政データを初めて用いて、港湾コストの構造を明らかにした。 
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第 1 章  はじめに 









日本の港湾を概観すると、 現在、 2009年1月1日時点では、 1009の港が整備されている。 （表
1-1） 
 











































































































1.2  国土交通省から見る港湾政策の方針と課題 
現在の港湾政策は、 都市部におけるスーパー中枢港湾政策
3と地方部(地域)の港湾政策に



































































関する検討部会  報告｣に詳しく述べられており、 「サービス水準の向上、港湾コストの低



































化・活性化を図る公的部門の新たなマネジメント手法（New  Public  Management:NPM）の考え方
に基づくPDCA(Plan-Do-Check-Action)の行政マネジメントの確立を目指した取り組みを行って
いる。港湾行政に関しては、個別事業に関わる新規事業採択時評価・再評価・事後評価はもち







































5平成１９年１１月８日（木） 第２７回  地方分権改革推進委員会 
http://www.cao.go.jp/bunken-kaikaku/iinkai/kaisai/dai27/27gijishidai.html
地方分権改革推進委員会 各府省への追加の照会事項 
6 「中間とりまとめ」 （平成 20 年７月２日） 
http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/publication/index.html
7 「規制改革推進のための第３次答申－規制の集中改革プログラム－（平成 20 年 12 月 22 日) 
http://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/publication/index.html






























1.4  先行研究と本稿の貢献 
整備と物流の関係に関わる先行研究は多数ある


































第２章  港湾整備に関する特別会計の財政構造 















  しかしながら、1996 年になり、港湾整備緊急措置法は部分的に改正される
11。港湾整備










意味が、 時代のなかで変わってきたと考えられる。 過去の 「緊急」 は経済成長に合わせて、
港湾による物流ネットワークを構築する必要性であった。しかし、バブル経済が崩壊した
段階で、 「緊急」性は薄れたといえる。それでも整備を続けたことが、いまの巨額の財政赤
                                                  








  現在では、 国際的な拠点としての港湾を整備する必要性が強調される。 であれば、 「緊急」
の現在的な意味は、拠点としての港湾を重点整備するという目的だと考えられる。現在の
港湾整備は、その目的を達成できているのだろうか。 
  「緊急」を要する港湾整備を進めるため、港湾整備緊急措置法が規定された 1961 年に、






特別会計である。 港湾整備特別会計も、 根拠法と計画と同じ 1961 年に港湾整備特別会計法
をもとにして、誕生している。港湾整備緊急措置法に規定する港湾整備計画の実施にとも
ない、港湾整備事業で国が施工するものに関する特別会計として設置された。 














2.2  港湾整備の特別会計における資金の流れ 





                                                  
13 2008 年度から社会資本整備事業特別会計の港湾勘定に統合された。 
 17入」である「他会計より受入」 、 「特定港湾施設工事勘定より受入」 、 「港湾管理者工事負担
金収入」 、 「償還金収入」 、 「受託工事納付金収入」 、 「雑収入」 などが主な項目となっている。 
 「一般会計より受入」 は、 国土交通省本省および内閣府内閣本府から資金が流れている。
内閣府内閣本府は沖縄の港湾事業に対する資金である。これらの資金は、建設国債が財源









者が負担する収入である。 「償還金収入」は、貸付金が償還されることによる収入である。  
  歳出面については、 「港湾整備費」 、 「北海道港湾整備費」 、 「離島港湾整備費」 、 「沖縄港湾
整備費」 、 「受託工事費」 、 「埠頭整備等資金貸付金」などから構成される。港湾整備費は、
北海道、離島、沖縄以外の地域の港湾に対する整備費となっている。 
 










 18  「港湾整備費」は、国の直轄事業と地方自治体への補助事業に分けられる。2007 年度決





16。ま た 、 「受託工事費」
は、受託工事納付金収入によって行われる工事費である。その他の歳出としては、貸付金
があるが、その残高の情報は表示されていない。 











                                                  
16 空港整備の特別会計（現在は社会資本整備事業特別会計の空港整備勘定）も、港湾勘定と同
様に空港別の整備費や運営費が明らかにされていない。しかしながら、 『経済財政改革の基本
方針（骨太の方針）2008』において、 「国が管理する空港については 08 年度内を目途に、共通
的な経費の取り扱い等、技術的な課題を整理し、早期に空港別の収支の開示を毛等する。 」と
いう文言が入り、空港別の収支が開示される見通しとなった。 
17 企業合理化促進法第 8 条を根拠とする産業関連制度では、エネルギー港湾や鉄鋼港湾の生産
の拡大に対応した合理化を促進するために、企業から負担金を徴収し、国もしくは港湾管理者
が整備事業を行うこととされている。 







2.3  港湾整備の特別会計における歳入と歳出の推移 













































































































































































                                                  
18 その他の会計としては「空港整備特別会計より受入」があるが、ほとんどが「一般会計より
受入」である。 
 20  図 2-4 は、港湾勘定の歳出（決算）の推移を示している。最大の項目は「港湾事業費」
である。歳入における「一般会計より受入」と同様に、経済成長に応じて「港湾事業費」
も増加してきた。バブル経済崩壊後の 1990 年代前半に、 「港湾事業費」は急増し、その後






























































































































































































































































































































































2.4  地域別の港湾整備の推移 
先に述べたように、 『特別会計歳入歳出決算参照』の港湾整備勘定では、個々の港湾へ
の整備費の情報を得ることができない。 公共投資ジャーナル社 『公共投資総覧』 には、 個々
の港湾に対する整備費の内訳が示されている。ただし、当初予算ベースであって、決算ベ














表 2-1  重要港湾と特定重要港湾の一覧 
重要港湾 特定重要港湾
地域 道府県 港湾名 地域 道府県 港湾名 地域 道府県 港湾名 地域 道府県 港湾名 地域 道府県 港湾名
北海道 北海道 室蘭 関東 茨城県 日立 中国 鳥取県 鳥取 九州 福岡県 苅田 東北 宮城県 仙台塩釜
苫小牧 常陸那珂 境 三池 関東 千葉県 千葉
函館 大洗 島根県 浜田 （博多） 東京都 東京
小樽 鹿島 三隅 佐賀県 唐津 神奈川県 川崎
釧路 千葉県 木更津 岡山県 岡山 伊万里 神奈川県 横浜
留萌 神奈川県 横須賀 宇野 佐世保 静岡県 清水
稚内 静岡県 田子の浦 （水島） 長崎県 長崎 北陸 新潟県 新潟
十勝 御前崎 広島県 福山 熊本県 熊本 富山県 伏木富山
石狩湾新 北陸 新潟県 直江津 尾道糸崎 三角 中部 愛知県 名古屋
紋別 石川県 七尾 呉 八代 三重県 四日市
網走 金沢 （広島） （水俣） 近畿 和歌山県 和歌山下津
根室 福井県 （福井） 山口県 岩国 大分県 中津 大阪府 堺泉北
東北 青森県 青森 郭賀 三田尻中関 別府 大阪府 大阪
（大湊） 中部 愛知県 三河 宇部 大分 兵庫県 神戸
（むつ小川原） 衣浦 （小野田） 津久見 兵庫県 姫路
八戸 三重県 津松阪 四国 香川県 高松 佐伯 中国 岡山県 水島
岩手県 久慈 （尾鷲） （坂出） 宮崎県 細島 広島県 広島
宮古 近畿 京都府 舞鶴 愛媛県 三島川之江 宮崎 山口県 徳山下松
釜石 和歌山県 日高 新居浜 油津 山口県 下関
大船渡 大阪府 阪南 東予 鹿児島県 川内 九州 福岡県 博多
宮城県 石巻 兵庫県 尼崎西宮芦屋 今治 鹿児島
（塩釜） 東播磨 松山 志布志
秋田県 能代 （八幡浜） 名瀬
船川 宇和島 沖縄 沖縄県 運天
秋田 徳島県 徳島小松島 那覇
山形県 酒田 橘 中城湾
福島県 相馬 高知県 高知 金武湾
小名浜 須崎 平良
宿毛湾 石垣  
備考： 『公共投資総覧』より作成。 （  ）内は過去に重要港湾として国による整備費が投入
された港湾である。また、灰色の港湾はスーパー中枢港湾（指定特定重要港湾）である。 
 
 図2 - 6は 、 『公共投資総覧』の情報を利用して、港格別の整備費の推移を示している
19。









  また、図 2-6 には、港湾整備の特別会計が支出した港湾整備費を折れ線グラフで示して
いる。こちらは決算データであり、さらに国の負担分しか計上されていない。港格別の整


























































































































































                                                  
20 吉野・中野(1996)は多くの社会資本と地域を区分した公共投資の集中度を提示している。ま
た、岩本・大内・竹下・別所(1996)も公共投資の地域配分について検討している。 
 24小さいかを測定する指標である。 整備集中度が 1 であれば、 全国平均と同じ整備費であり、
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 27  さらに、特定重要港湾のなかで、スーパー中枢港湾である東京港、横浜港、名古屋港、
四日市港、 大阪港、 神戸港に注目して、 整備集中度を示しているのが図 2.10 である。 なお、
スーパー中枢港湾の指定は 2004 年になされた。 図によると、 他の特定重要港湾の整備集中
度は 1 以下である。 
  しかしながら、四日市港はスーパー中枢港湾であるにも関わらず、整備集中度の推移は
ほとんど 1 を下回っている。また、特に 2000 年代に入ってからは、スーパー中枢港湾によ
っては、整備集中度が 1 を切る港湾が増えた。神戸港や横浜港がそれに該当する。逆に、
大阪港、東京港、名古屋港への整備費の集中が高まっている。 




































































































































































































































































                                                  





3.1  はじめに 
本章においては、地方自治体が港湾に関して、どのような活性化努力を行っているのか
を規制と PFI の観点から整理し、議論する。本章では、はじめに経済産業研究所が 2002









介されている。 このハブポートの中心的役割を担うのが、 ひびきコンテナターミナルの PFI





























る。最後 7 節では、本章の結論の要約と今後の課題について述べている。 
 














経済産業研究所では、2002 年 3 月に『我が国主要港湾地域の国際競争力強化に向けた調
査報告書』を公表し、そこで港湾に関する規制の現況を包括的に報告している（経済産業

































3.2.2  規制緩和の展開について 
安定的かつ安全な業務遂行を実現するために実施されている港湾にかかる規制が緩和
されてきた背景には、その実施によって物流コストを低減させようとする強い目的意識が










実施されてきた。 公社バースは、 特定の船社に貸し付けることを前提として整備されてきた （専




 35ある（來生,2006., 寺田,2008.） 。通常、物流コストでは、直接的なコストと機会費用的な
コストの 2 つがある。 直接的なコストとは、 貨物の搬入搬出にかかる直接的な経費であり、








この荷役料については、表 3-1 のパネルA・ 「港湾運送事業」で示されるように港湾運送事
業法改正により、 参入規制と料金規制という経済的規制が 2000 年に緩和されており、 企業
間競争によって料金等の引き下げを目指そうとする点に特徴がある。 
後者の機会費用的コストについては、官庁の時間外開庁や港湾手続き・通関手続きの簡
素化・統一化が模索されている。また表 3-1 のパネル B にある「夜間入港の制限」は、経




るもの、パネル B は規制改革会議に関するもの、パネル C は日本経団連に関するものであ
る。この表から各自がそれぞれの提案と要望を出しているが、ほぼ内容が似通っているこ
とがわかる。そして特に共通して要望される事項は、(a) 港湾手続きの統一化・簡素化、











 36表 3-1  港湾に関する規制 
 
A.経済的規制 
事業  参入規制内容  需給調整基準の 
有無 
外資規制 
港湾運送事業  免許  ○  × 
水先業務  免許  ×  × 
内航運送業(a)  許可  × 
参入規制 
内航運送業(b)  届出  × 
○ 
事業  規制内容  標準料金の有無 
港湾運送事業  事前届出制  × 
水先業務  省令で定める  ○ 
価格規制 



















注1）  上記表は、経済産業研究所(2002)の「(3) 港湾にかかる規制(p.17-21)」および「(4) 港湾にか
かる制度、手続き(p.22-24)」を一部抜粋したものである。 
注2）  特に港湾運送事業の参入規制と価格規制は、2000 年 5 月の港湾運送事業の改正より、緩和され
ている。 
注3）  表のパネル A の「内航運送業(a)」は 100ｔ以上又は長さ 30m 以上の船舶の場合であり、 「内航運
送業(b)」は 100ｔ未満であって長さ 30m 未満の船舶の場合である。 
 
出所）筆者作成 
 37表 3-2  港湾に関する規制緩和の提案と要望 
 
A.アジア・ゲートウェイ戦略会議 











































項目  内容 
①我が国港湾の国際競
争力強化 
京浜 3 港包括連携による広域連携強化への積極的なサポート 














米国、 EU 等との AEO 相
互認証の実現 
わが国の現行の特定輸出申告制度を企業（輸出者）にとって魅力あるものとする








































注1）  上記表のパネル A は、アジア・ゲートウェイ戦略会議「物流（貿易関連手続等）に関する検討会」
(2007)の「１．規制の見直し、手続きの統一化・簡素化(p.2-5)」を一部抜粋したものである。 
注2）  上記表のパネル B は、規制改革会議(2008)の「貿易分野」を一部抜粋したものである。 




























                                                  



































この特区法による港湾施設（行政財産）の長期貸付は、2003 年 11 月に水島港と博多港
がその認定を受け、2005 年 3 月には那覇港が同様の認定を受けている。その後、この特区
措置について、特段の弊害が認められないことから、国土交通省はこの措置の全国展開を
実施している
29（2006 年 5 月港湾法改正） 。 
                                                                                                                                                  


































な視点に立った設備投資の 3 つにまとめることができる。 
 
3.3.2  認定状況とその概要 




ナル会社である ICTSI 社から、 残り 40％が地元港運業者 6 社によって出資されるという特
徴ある会社形態となっている。 
 
3.3.3  その成果について 






































 43表 3-3  構造改革特別区域法による港湾施設の貸付とその成果 
 
A.概要 
貸付先  港湾名  特区名  認定  貸付施設 












岡山県：3 億円、倉敷市：1 億 5,000
万円、日本政策投資銀行：7,000 万円、































港湾名  論文名  期待された効果  成果 











年 4 月） 
・取扱貨物量・目標：103 千 TEU（2008 年） 、

























(5) その他（港湾物流 IT 化の推進） 
・取扱貨物量・目標：700 千超 TEU（2008 年） 、




















定埠頭運営効率化推進事業,  http://www.mizushima-faz.co.jp/,  2009年2月2 0日,アクセス.） 。  


































め（制約を緩め） 、(b) 企業活動の活性化を通じて、(c) 最終的に港湾・臨海部の再生・活
性化を実現させるという 3 つの点にまとめることができる。 
 






 46再生施策であった（三重県技術集積活用型産業再生特区、もしくはコンビナート特区） 。 
この港湾・臨海部の活性化に関する特区の特徴は、特区措置のみならず、地方自治体が
加えて独自の資源等を投入して、その総合的な成果を得ようとする点にある。表 3-4 のパ

















3.4.3  四日市港における取り組み 
四日市港は、伊勢湾に面する四日市市沿岸に展開する港であり、港湾管理者は一部事務




している。輸入の品目内訳を見ると、原油と LNG で 77.2%を占めており、四日市港が石油
コンビナート基地と一体となっていることを示している。 



















35。2007 年 5 月には、北米航路の川崎汽船(Kline)が週 1 便、四日市港に寄港してい
る。コンテナ取扱貨物量は、2004 年には 139 千TEUであったが、2007 年には 164 千TEUまで
増加している（四日市港管理組合『四日市港管理組合の概要』平成 20 年 7 月） 。 





業者全社 （9 社） 、 資本金 1 億 1,500 万円によって、 2004 年に設立された。 代表取締役社長には、
港運会社である日本トランスシティ株式会社の代表取締役が就任している（以上、四日市港管
理組合『四日市港管理組合の概要』平成 20 年 7 月） 。また日本トランスシティ株式会社(1997)
では、その港湾事業の歩みがまとめられている。 
35 これは、インセンティブとも呼ばれている。 
 48表 3-4  四日市市における地域活性化施策と構造改革特区 
 
A.特区措置 
地域名  特区名  認定  措置 
石油コンビナート法レイアウト規制の適正化 
セットバック・特定道路・高さ規制（特区） 





















団体  取り組み 
三重県  ・工場立地法地域準則（県条例）の制定（2002 年 12 月） 
・環境アセスメントの実施支援（2003 年 4 月） 
・水資源の有効活用（検討中） 
四日市市  ・企業立地促進条例による固定資産税・都市計画税の 1/2 相当額現年還付（実施
中） 
・工場立地法の工業集合地特例対象緑地の拡大（措置済） 
四日市港管理組合  ・四日市港の機能強化（定期航路充実等） （実施中） 




産業界  ・ユーティリティの共同化（詳細検討中） 
・自己託送制度の利用（詳細検討中） 
個別事業者  ・ヒアリング対象 15 社で、現時点で既に 700 億円の投資を表明 
 
C.成果 























藤 井 ・産業転換による石油化学コンビナート関連 ・従来型の基礎素材産業から高付加価値素材










注1）  上記表の資料出所は、藤井・片山・堤・宍戸(2003),藤井(2008)である。 




 50表 3-5  四日市港の概況と港湾施設使用料等の減免措置 
 
A.外国貿易貨物・品種別内訳（2007 年） 
輸出  品目シェア（％） 
量（トン）  完成自動車  化学薬品  合成樹脂  自動車部品  石油製品  その他 
4,633,522  44.6   16.8  10.4  10.3  9.9   8.0 
 
輸入  品目シェア（％） 
量（トン）  原油  LNG  LPG  石炭  石油製品  その他 




輸出  品目シェア（％） 
量（トン）  合成樹脂等  自動車部品  化学薬品  ゴム製品  ガラス類  その他 
1,644,248  29.3   29.1  20.9  8.7  2.8   9.2 
 
輸入  品目シェア（％） 
量（トン）  家具装備品  樹脂類  合成樹脂等  自動車部品  ゴム製品  その他 




対象  使用料等  措置 
全体（外航）  岸壁使用料  12 時間制 
全体（外航）  荷役機械使用料  30 分制 
荷役日前着岸船（外航）  岸壁使用料  減免 
入港料  減免  日曜荷役コンテナ船（外航） 
岸壁使用料  減免 
入港料  減免 
岸壁使用料  減免 
新規コンテナ航路開設船（外航） 
荷役機械使用料  減免 
荷役機械使用料  減免  空コンテナ（外航） 
荷さばき地使用料  減免 
入港料  減免  外航コンテナ定期航路就航船（外航） 
岸壁使用料  減免 
北米等基幹航路  －  誘致補助 
 
注1）  上記表の資料出所は、四日市港管理組合『PORT OF YOKKAICHI  四日市港  2008-2009（2008 年 6
月発行） 』である。 




















化施策であった。 この特区は国際物流特区と呼ばれ、 以下のような効果が期待されている。 
 





                                                  













・  池上(2007)： 「認定を受けた本市の国際物流特区は、企業立地・産業の集積を促進し、
雇用の拡大を図ることを目的とし、この特区計画の実現により、平成 15 年度以降、10
年間で 35 社の企業誘致を目標としている(p.12)」 
 
このように北九州市の国際物流特区で期待される成果は、(a) 港湾の国際競争力の強化、
(b) 産業空洞化の防止・企業立地の誘致、(c) 雇用の拡大、という 3 つの点にまとめるこ
とができる。 
 


















表 3-6 のパネル C は、現段階で得られた成果についてまとめたものである。まず(a)の
                                                  
37 これは後述する北九州市活性化施策評価委員会の評価を説明するために、 2006 年段階として
いる。この表 6 のパネルAで示される特区措置の全国展開に関しては、次のとおりである。通
関体制の実質 24 時間化（2003 年 4 月認定、2005 年 4 月,7 月全国展開） 、資本関係によらない
電力の特定供給事業（2003 年 4 月認定、2005 年 3 月全国展開） 、埋立地の用途変更の柔軟化・
期間短縮 （ 2 0 0 5年3月 認 定 、 2006 年 10 月全国展開・2003 年 11 月認定、 2005 年 1 月全国展開） 、












機関であり、10 名の委員から構成されている。2004 年 2 月には第 1 回委員会を開催し、5


















(4-a) 規制緩和により企業活動の自由度を高め （制約を緩め） 、 (4-b) 企業活動の活性化を
 54 















ナターミナルの PFI 事業と呼ばれている。次節では、北九州港に焦点を絞り、この PFI 事
業が目指したものを説明し、現在までの経過を報告することとする。 
 








3.6.1  北九州港の現在と環黄海圏ハブポート構想 
北九州港は、関門海峡を挟み周防灘（瀬戸内海）に面した門司地区と、響灘（日本海）






北九州市である。表 3-8 のパネル A には北九州港の港湾区域とその特徴についてまとめ、











北九州港では、2 つのコンテナターミナルが運営されている。ひとつは、表 3.8 のパネ









そして 2005 年 4 月、ひびきコンテナターミナルの供用が開始された。 
 
                                                  









3.6.2  PFI 事業による港湾施設の整備 
ひびきコンテナターミナルの整備およびその運営は、PFI を活用して進められる点に特
徴がある。 この事業者を募集する際に公表された募集要項 （ひびきコンテナターミナル PFI
事業募集要項）では、次なる趣旨が明記されている。 「ひびきコンテナターミナルを環黄海













表 3-9 のパネル A は、この PFI 事業においてひびきコンテナターミナルの運営を担うこ
とが選定された運営会社（ひびきコンテナターミナル株式会社）の概要を示している。こ
の運営会社の特徴は、外国企業である PSA 社（シンガポール）が参加している点にある。
表 3-9 のパネル B とパネル C は、この PFI 事業の選定プロセスについてまとめたものであ
る。パネル B では、第 1 次の応募企業についてリストしており、PSA 社以外の外国企業を
含む 7 社の応募があった。パネル C では、選定された第 1 次応募企業のうち、最終的な提
案を行った企業 （企業グループ） をリストしており、 2 社グループの応募と提案があった。
1 社は、 PSA 社を代表企業とするグループであり、 もう 1 社は日商岩井を代表企業とするグ
ループである。 
表 3-9 のパネル C において、2 社の提案内容を比較すると、次の特徴が観察される。ま
ず運営会社概要において述べられる「設立趣旨」で想定されるものが、異なっている点で
ある。そしてその趣旨の違いから、投資等の整備計画規模が異なっており、日商岩井グル






最終的には、PSA 社グループの提案が採用され、運営会社が設立された。しかし 2008 年
現在、 開設された定期コンテナ航路は、 外航が月 12 便、 内航 （瀬戸内内航フィーダー航路）
が月 20 便となっており、集貨は当初の目標を大きく下回ることとなった。 
 
3.6.3  その後の経過について 
2007 年、 北九州市はひびきコンテナターミナル株式会社が整備した港湾施設を買い取り、
コンテナターミナルを公共化することを決定した。これによりコンテナターミナルは運営

























ナルの増設が行われている （舘野,2004.） 。 また水深等の問題からその整備拡張が難しいと
考えられていた上海港は、 2005 年には上海港の沖合に大洋山港というコンテナターミナル
を整備し、その制約から脱している
41。特にひびきコンテナターミナルは、1997 年 12 月
に着工し、2005 年 4 月に供用が開始されていることから、この期間における周辺環境の変
化は無視できるものではなくなっている。 

















表 3-6  北九州市における地域活性化施策と構造改革特区 
 
A.特区措置 
地域名  特区名  認定  措置 
































対象要件： （雇用）新規常用雇用者が 5 人以上（製造業は 10 人以上） 、
（設備投資）設備投資額が 5 億円以上（中小企業の場合は2億5千 万
円以上） 
助成金額：(1) 取得分：用地費を含む設備投資額の 5％（市の産業用
地購入の場合は 10％） 、(2) 賃借分：初年度の賃借料の 1/2 
限度額：(1)、(2)の合計額が 10 億円 
雇用に対する助成 
対象要件：新規常用雇用者が 5 人以上（製造業は 10 人以上） 、対象者
は新規常用雇用者のうち 1 年以上勤務し、1 年以上市内に住所を有し
ている者 
































降、 10 年間で 35 社の企業誘致を目標としてい
る 
・この特区制度の規制緩和と市独自の規制緩


























注1）  上記表の資料出所は、 北九州市 ・ 構造改革特区ホームページ(http://www.city.kitakyushu.jp/), 
藤井・片山・堤・宍戸(2003),池上(2007),西尾(2007)である。 
注2）  表のパネル A の「全国」とは、当初認定された特区措置が全国展開されたことを示し、 「特区」


























































注1）  上記表の資料出所は、 北九州市・構造改革特区ホームページ(http://www.city.kitakyushu.jp/)
内の「北九州市国際物流特区の評価」である（2007 年 2 月 19 日,アクセス.） 。 
注2）  上記表の「評価値」の考え方は、以下の通りである。なお「当該規制緩和」には、国際物流特区
企業集積特別助成金を含んでいる。 
評価値  考え方 
A  当該規制緩和の活用により、大きな成果が出てきている。 
B  当該規制緩和を活用し、成果が出始めてきている。 






表 3-8  北九州港の概要と環黄海圏ハブポート構想 
 
A.港湾区域 
地区  区域  備考 
門司  太刀浦 1 期（コンテナ） 、太刀浦 2 期（コンテ
ナ） 、田野浦、新門司北、新門司南、西海岸、
















輸出  品目シェア（％） 
量（トン）  鋼材  化学薬品  金属製品  コークス  染料・塗料等  その他 
7,225,969  31.3   10.4  7.6  7.5  7.0   36.2 
 
輸入  品目シェア（％） 
量（トン）  石炭  鉄鉱石  LNG  非金属鉱物  化学薬品  その他 
26,548,354  37.9   32.4  7.4  2.1  1.8   18.3 
 
C.外国貿易コンテナ・品種別内訳（2007 年） 
輸出  品目シェア（％） 
量（トン）  化学薬品  染料・塗料等 自動車部品  産業機械  ゴム製品  その他 
3,416,668  15.7   13.4  11.1  9.8  8.5   41.5 
 
輸入  品目シェア（％） 
量（トン）  自動車部品  家具装備品  衣類等  窯業品  産業機械  その他 







注1）  上記表のパネル A,B,C の資料出所は、北九州市港湾空港局『北九州港地図・公共係留施設ガイド 
北九州港（2008 年発行） 』 、北九州市港湾空港局『平成 19 年  北九州港の港湾統計』である。 
注2）  パネル C の「外国貿易コンテナ品種別内訳」は、パネル B の「外国貿易貨物品種別内訳」のコン
テナ貨物部分の内訳を示している。 















ＰＳＡ社  34  340,000,000
株式会社上組  15.3  153,000,000
山九株式会社  5.8  58,000,000
日本通運株式会社  5.8  58,000,000
新日本製鐵株式会社  5.8  58,000,000
三井物産株式会社  5.8  58,000,000
日鐵運輸株式会社  3.1  31,000,000
九州電力株式会社  2.4  24,000,000
株式会社福岡銀行  2.4  24,000,000
株式会社西日本銀行  2.4  24,000,000
株式会社みずほ銀行  2.4  24,000,000
株式会社山口銀行  1.5  15,000,000
株式会社ゼンリン  1  10,000,000
九州工業株式会社  1  10,000,000
ひびき灘開発株式会社  0.9  9,000,000
東陶機器株式会社  0.4  4,000,000
北九州市  10  100,000,000




1  会社の商号  ひびきコンテナターミナル株式
会社（以下「運営会社」という） 
2  協定の当事者  運営会社への出資予定者 
3  協定締結日  2004 年 1 月 26 日（月） 
4  役員構成  取締役 8 名（代表取締役 1 名）、
監 査 役3名  
5  資本金  10 億円 
6  株主融資  14 億円 
 
事業実施協定（概要） 
事業期間  「協定の締結日（2004 年 2 月 5 日）」
から「供用開始日から起算し 25 年を経過する日」
まで 






照明塔、フェンスの整備  等） 
維持管理の取り決め  運営会社（ターミナル全
体）、市（防波堤、航路、泊地及び岸壁） 
















C.応募企業（第 2 次・2 社） ・提案内容 
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資本金額  約 38 億 5,000 万円 
従業員数  約 760 人 
 
施設計画 
荷役方式  トランスファークレーン方式 
ガントリークレーン  9 基（オーバーパナマックス 6 基、パナマ
ッ ク ス3基 ）  
ヤード内荷役機械  トランスファークレーン 27 台、ヤードトレ
ーラー42 台  等 
 
施設計画 
最大蔵置個数  約 29,300 TEU 
ターミナル取扱能力  年間 1,125,000 TEU 






最大取扱個数見込み（年間）  年間 1,125,000 TEU（2028 年度）
就航航路数の見込み（2008 年度）  月間 56 便（うち、基幹航路
30 便  その他航路 26 便） 




















資本金額  約 6,000 万円 
従業員数  約 230 人 
 
施設計画 
荷役方式  ストラドルキャリア方式 
ガントリークレーン  7 基（オーバーパナマックス 5 基、パナマ
ッ ク ス2基 ）  
ヤード内荷役機械  ストラドルキャリア 16 台、移載機 4 台  等
 
施設計画 
最大蔵置個数  約 11,800 TEU 














最大取扱個数見込み（年間）  年間 351,000 TEU（2013 年度） 
就航航路数の見込み（2008 年度）  月間 75 便（うち、基幹航路 6
便  その他航路 69 便） 
 
注1）  上記表の資料出所は、内閣府・PFI 推進委員会ホームページ「ひびきコンテナターミナル PFI 事
業」(http://www8.cao.go.jp/pfi/, 2009 年2月1 8日 , アクセス.)、北九州市・ひびきコンテナ
ターミナルと PFI ホームページ （http://www.kitaqport.or.jp/kowan_j/hibiki/pfi/pfi01.html, 
2009 年 2 月 18 日,アクセス）である。 
注2）  応募企業（第 2 次）の提案内容は、ひびきコンテナターミナル PFI 推進事業審査委員会『ひびき





表 3-10  ひびきコンテナターミナルのその後と PSA 社 
 
A.公共化について 
項   目  
～平成 19 年 3 月 31
日 
4月1日 ～ 7月6日 7月7日 ～   備   考  
荷役作業  HCT 出資港運事業者 各港運事業者    
荷役機器の貸出し  HCT 
（使用許可等）  （荷役作業と一体）
HCT  北九州市    
ターミナル施設の 
管理・運営 
HCT  HCT  北九州市    
施設管理・運営 
業務受託者 
－  －  HCT  当面 19 年度中 
ターミナル 
利用可能者 
HCT 出資港運事業者 北九州港の全港運事業者    
営業活動 
HCT 、 HCT 出資港運事
業者、市 
港運事業者、市     
 
B.PSA 社に関する指摘・議論 








オペレーターである PSA 社が認めた国内唯一のロケーションでもあります(p.25)」 
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「問題は PSA がどれほどのコンテナを集められるかであるが、PSA は飽くまで、好意的な提
案であり、コンテナ集荷の責任は負いかねるとして、条文明記請負契約はされないものと観
測される(p.97)」 






注1）  上記表のパネル A の資料出所は、北九州市港湾空港局ホームページ
（http://www.kitaqport.or.jp/）内「ひびきコンテナターミナルの運営体制の変更について





 3.7  まとめ 
本章は、地方自治体が港湾に関して、どのような活性化努力を行っているのかを規制と
PFI の観点から整理し、 議論することであった。 本章では、 はじめに経済産業研究所が 2002









介されている。 このハブポートの中心的役割を担うのが、 ひびきコンテナターミナルの PFI























第 4 章  港湾運営効率化の評価：港湾リードタ
イム短縮への効果 





の強化である。 国土交通省では 2002 年に、 わが国のコンテナ港湾における国際競争力の強













に 4.5 節でまとめることにする。 
 
4.2  わが国の外航海運およびコンテナ港湾の現状 
国土交通省海事局 （2007） によると、 2006 年の世界の海上荷動量は、 トンベースで 69 億






                                                  




図 4-1  わが国の外航海運の輸送量推移（単位：千トン） 


























た。表 4-1 は、2006 年の世界の港湾別コンテナ取扱個数の順位を示したものであるが、上
位 6 位までが中国をはじめとするアジア諸国の港湾であり、 日本は東京港の 23 位が最高で
ある。 
近隣アジア諸国の港湾における世界的な地位向上は、わが国の海上輸送貨物の海外トラ
ンシップ（積替）の増加と密接な関係にある。国土交通省が 2008 年 11 月に実施した「全
国輸出入コンテナ貨物流動調査」によると、アジアの主要 12 港
43のトランシップ貨物量は
240 万 3,000 トン（輸出 116 万 8,000 トン、輸入 123 万 5,000 トン）であり、前回の 2003
年の調査と比べて輸入は 7.3％減少したものの、輸出は 21.3％増加している。また、トラ
ンシップ率（積替貨物量／全コンテナ貨物量）では、18.0％(輸出 23.0％、輸入 14.9％)
にも達しており、2003 年の調査と比較して、輸入は 0.7 ポイント低下したものの、輸出は
7.4 ポイント拡大している。 調査対象港湾のうちトランシップ率の順位をみると、 釜山港、
シンガポール港、香港の順となっている
44。とりわけシンガポール港は、その７割以上が
                                                  
43  アジアの主要 12 港とは、釜山港、光陽港、香港、上海港、深セン諸港、廈門港、寧波港、
基隆港、高雄港、台中港、シンガポール港、タンジュンペラパス港である。 






2011 年までに全長 11kmに及ぶ 30 バースの整備計画を立てており、 これにより同港の年間
取扱量は 804 万TEUに拡大するといわれている。さらには、ターミナルの後背地に 37 万坪
の大規模国際物流団地を開発中である
46。 また、 2006 年 12 月に第 2 期の開港を果たした中
国の上海港洋山コンテナターミナルは、全長 3,000mにおよぶ連続 9 バースが供用され、年
間取扱能力が 220 万TEUに拡大された。さらに 2020 年には全長 11kmに及ぶ 33 バースの整
備（年間取扱量 1,500 万TEU）が予定されている
47。 
  このようなアジア諸港の躍進に危機感を募らせたわが国では、第 1 節で述べたように、
主要コンテナ港湾の競争力回復による世界的な地位向上を目指し、スーパー中枢港湾構想
にみられるような主要港湾における効率化に向けて積極的に投資を推進している。たとえ
ば、 表 4-2 は近年のスーパー中枢港湾プロジェクトに係る投資額推移をみたものであるが、
2009 年で伸びは鈍化しているものの、 それまでの期間は一定のボリュームで投資が拡大さ
れてきたことが示されている。 
                                                  
45  2007.8.11 付日本経済新聞より。 
46  国土交通省近畿地方整備局（2007）6 ページ。 
47  国土交通省近畿地方整備局（2007）7 ページ。 
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155 清水 423,677  
注：出貨と入貨（輸移出入）を合計した値であり、トランシップ貨物を含む。 
統計は、 “CONTAINERISATION INTERNATIONAL YEAR BOOK 2008”にもとづく。 
出典：国土交通省港湾局 web サイト〔http://www.mlit.go.jp/kowan/data/index.html〕 。 
 



















  わが国の港湾リードタイムを計測する試みとして、財務省では 1991 年（平成 3 年）より
「輸入手続所要時間調査」を実施している。この調査は、1～3 年おきに実施され、その年
の 2 月か 3 月の 1 週間で全国の主要税関官署に輸入申告のあったものから無作為抽出した
サンプルに基づき、実際の所要時間を計測したものである。たとえば、最新の 2006 年の第










後述）を利用した東京港の 24 時間に対して、その 3 分の 1 前後である。 
図4-2の各区分ごとにリードタイムをみていくと、 調査開始時点から2006年までの間に、









                                                  
48  次回の「第 9 回輸入手続所要時間調査」は、2009 年 3 月 9 日～15 日に実施予定である。 
49  交通政策審議会第 19 回港湾分科会（2006 年）参考資料 1-3 より。 
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4.3.2  港湾運営効率化に向けた施策 
4.3.2.1  シングルウィンドウ 
  表 4-3 は、現在のわが国における輸出入ならびに港湾手続の処理システムを示したもの























数あり分かりづらい、 （2） システム毎に申請画面が異なる、 といった課題が残されており、
こうした不便を改善しようとしたのが「次世代シングルウィンドウ」である
50。次世代シ










                                                  
50  財務省関税局事務管理室（2007）52 ページ。 
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とで簡素化を実現したものである。そこで、なかでも代表的な NACCS と港湾 EDI について
次に概説する。 
 
4.3.2.2   Sea-NACCS と港湾 EDI 






表 4-4 は Sea-NACCS が処理する主な業務、 表 4-5 は 2008 年時点での Sea-NACCS のシステ
ム参加状況をそれぞれ示しているが、税関業務を主軸とした幅広い業務処理をこなす
Sea-NACCS は、関連する多種の業種により利用されていることが理解できる。 




























































入企業は 13 万社、導入率は 8.1％と推計されている
53。また、日本情報処理開発協会電子











5 種類の手続きと港長に対する 8 種類の手続きが全て電子化されたということになる。 
 










出典：財団法人港湾空間高度化環境研究センターweb サイト〔http://www.wave.or.jp/〕 。  
 





                                                  
52  流通システム開発センター（2008）11～12 ページ。 
53  日本情報処理開発協会電子商取引推進センター（2004）2 ページ。 
54  日本情報処理開発協会電子商取引推進センター（2006）4 ページ。 
55  三菱総合研究所（2005）156 ページ。 
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に予備審査がおこなわれ、 輸入申告が終われば原則即時に輸入許可が出されることになる。  
  海上貨物到着即時輸入許可制度とは、入港前に予備申告と予備審査を経ることで、入港
と同時に輸入申告が認められ、保税地域への搬入なくして即時に輸入許可を得られる制度
であり、2003 年 9 月に Sea-NACCS を使用する海上貨物に対して導入された。 
  表 4-7 は、わが国の海上貨物における予備審査制ならびに到着即時輸入許可制度の利用






表 4-7  わが国の予備審査制・到着即時輸入許可制度の利用率の推移 
2003年 2004年 2005年 2006年 2007年
海上貨物の申告件数 3,724,450 3,963,358 4,133,166 4,239,772 4,192,286
予備申告件数 874,517 1,008,062 1,095,661 1,200,649 1,276,302
予備審査制の利用率 23.5％ 25.4％ 26.5％ 28.3％ 30.4％
搬入（到着）即時輸入申告件数 71,583 91,609 105,919 112,999 123,930
1.9％ 2.3％ 2.6％ 2.7％ 3.0％
（8.2％） （9.1％） （9.7％） （9.4％） （9.7％） 搬入（到着）即時利用率
 
注：搬入 （到着） 即時利用率の上段は全申告に占める比率、 下段は予備申告に占める比率。 
出典：財務省関税局の資料より。 
 
  また、2001 年 11 月より港湾の荷役作業における年中 24 時間化（1 月 1 日を除く）が実
施されているが、 これに対応するために税関でも開庁時間の延長または 24 時間化の取り組
みが進められている。表 4-8 は、そうした取り組みを実施している税関官署の一覧を示し
ている。24 時間化が実施されているのは、東京、大阪、名古屋の主に航空貨物に係る支署





  しかしながら、 こうして港湾荷役と税関が 24 時間化に対応している一方で、 コンテナタ































































様式１及び４ 船舶運航動静通知  
出典：国土交通省港湾局（2008） 。 
 
国土交通省港湾局は、2008 年 4 月と 12 月の 2 回において統一モデル様式の採用状況を
港湾別に調査した。 この調査結果を第 1 回と第 2 回で比較したものが図 4-5 である。 図4 - 5 a
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採用済 採用予定 採用未定 不採用 対応不要
 




図 4-6a  統一モデル様式の採択件数と採択率（北海道）  
21%























出典：図 4-5 に同じ（以下同様） 。 
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図 4-6b  統一モデル様式の採択件数と採択率（東北地方）  
0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%











































図 4-6d  統一モデル様式の採択件数と採択率（中部地方）  






































































図 4-6g  統一モデル様式の採択件数と採択率（中国地方）  
0% 0% 0% 0% 0%
36% 36%
29%
50% 50% 50% 50% 50%
21%


















図 4-6h  統一モデル様式の採択件数と採択率（四国地方）  



















図 4-6i  統一モデル様式の採択件数と採択率（九州地方）  
0%
7%
0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%


















図 4-6j  統一モデル様式の採択件数と採択率（沖縄）  
























けるバースの混雑がないことなどが条件となるが、 中国から日本への航路で 20 フィートあ
たり 2 万円、40 フィートあたり 3 万円から 4 万円の割増料金（HDSチャージと呼ばれる）
を支払えば、サービスを利用することができる。国土交通省によれば、ホットデリバリー
サービスにより、日中航路で従来平均より約 2 日弱のリードタイムを短縮できると試算さ
れ、東京港と名古屋港の背後圏へは約 3.5 日、大阪港の背後圏へは約 2.5 日で到着できる
とされている
56。 





                                                  
56  交通政策審議会第 21 回港湾分科会（2007 年）参考資料より。 
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4.4  リードタイム短縮効果 
4.4.1  先行研究 




業は売上高が 50％増加し、年間平均で 100 万ドルの費用を節約したことを明らかにした。
Janardhan(1996)は、サンプル企業 14 社の調査で、EDI を導入することにより、在庫回転
率は EDI 導入により 20 日から 4 日に短縮され、 総費用は EDI 導入後を 1 とすると導入前は
44.15 であることを示した。 















率と、港湾 EDI の経済効果の計測が実施されている。 
普及率とは、 港則法に基づく特定港湾と重要港湾のうち港湾EDIが整備された比率として
計算され、その値は 2005 年度で 87.9％と示されている。他方で、経済効果（2005 年の時
点）に関しては、直接効果として船社や船舶代理店などの申請者のコスト削減効果が年間
約 7.3 億円、シングルウィンドウ化が実現した 2003 年以降の効果は、このうち約 4.4 億
円、間接効果としては府省の業務軽減に伴う効果が年間約 1.2 億円、車両による書類提出
の削減効果が年間約 400 万円（ガソリン消費の削減） 、EDIを港湾統計データとして利用す
ることの効果として年間約 1.5 億円と推計されている。また、費用対効果は 2.20 と算定
されている
57。 












である。本章 3.1 の説明と重複するが、この調査は、1～3 年おきに実施され、その年の 2
月か 3 月の 1 週間で全国の主要税関官署に輸入申告のあったものから無作為抽出したサン
プルに基づき、実際の所要時間を計測したものである。本節では、そのなかから港別（主
                                                  
57  国土交通省(2006)28～34 ページ。 
58  推計にはStata/SE 10.1 を使用した。 
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要港のみ）の集計結果をサンプルに使用する。現在までに 1991 年の第 1 回調査から 2006
年の第 8 回調査まで実施されている(次回は、2009 年に実施予定である)が、第 5 回までは
コンテナ貨物とバルク貨物の調査結果が集計して公表されており、両者が個別に公表され
るようになったのは 2001 年の第 6 回調査以降である。 したがって、 分析にはコンテナ貨物
の所要時間が区分された 2001 年以降のサンプルを用いることとする。 
表 4-10 はサンプル港湾の一覧と、 その所要時間の調査結果を示したものである。 所要時
間は、入港から搬入、搬入から申告、申告から許可の 3 区分に分けて調査が実施されてお
り、各港とも上段は 2001 年（第 6 回調査） 、中段は 2004 年（第 7 回調査） 、下段は 2006
年（第 8 回調査）の結果を示している。また、表 4-11 は調査対象官署と関係する港湾を示
したものである。サンプル港湾の各年度（2001 年、2004 年、2006 年）をパネルにし、所
要時間は「搬入から申告」と「申告から許可」の合計値を用いることとする。 
 


















































































59」 （HDS） 、 「統一モデル様式の採
用ダミー
60」 （STYLE） 、 「シングルウィンドウの未導入ダミー」 （NONSW） 、そして地域ダミー
を使用する。 表 4-12 は説明変数の一覧および説明を付したものであるが、 ホットデリバリ
ーサービスの代理変数として「外貿輸入コンテナ貨物量に占める食品の比率」とした理由






                                                  
59  神戸港、大阪港、 （関門港のなかの）下関港、博多港はコンテナに限らず貨物全体の数値を
使用している。また、大阪港、関門港、清水港の 2001 年のデータが入手できなかったため、当
該年に限り 2002 年（大阪港と関門港） 、2004 年（清水港）のデータで代用している。さらに、
苫小牧港に関しては 2005 年以降のデータのみ入手できたため、2001 年と 2004 年は 2005 年の
データで代用した。 
60 データの制約上、統一様式の採用ダミーは 2008 年の調査結果に基づいている。 
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4.4.3  推計結果 
















































adj-R2 0.9364 0.9358  
注：***、**、*、は、それぞれ 1％、5％、10％水準で有意であることを示す。 （  ）内は







  STYLE は、推計（1）で 10％、推計（2）で 5％有意の結果が得られた。ただし、統一モ
デル様式の採否に関する統計が 2008 年時点のものであるため、 この推計結果からは統一モ
デル様式の採用が港湾手続の所要時間短縮に結び付いたとは断定できない。とはいえ、様
式の採用を志向してきた （その結果、 実際に採用する） 港湾では、 （様式採用が前提となる）
次世代シングルウィンドウの利用に向けた港湾手続の所要時間短縮が図られてきたことを
示唆する結果となっている。 

























第 5 章  港湾管理における財政収支の実態およ
び規模の経済性－港湾管理者財政データによる
実証分析－ 























の港湾数は 15、重要港湾の港湾数は 105、地方港湾の港湾数は 914 である。近年に新しく
特定重要港湾となった港湾としては、 平成 13 年 4 月の仙台塩釜港 （港湾管理者：宮城県） 、
平成 15 年 4 月水島港（港湾管理者：岡山県）がある。また、近年の重要港湾の変遷として
は、中津港（港湾管理者：大分県）が平成 11 年 6 月に地方港湾から重要港湾となった例が
 98 
ある。逆に、平成 12 年 4 月には石狩港（港湾管理者：石狩市） 、大湊港（港湾管理者：青
森県） 、福井港（港湾管理者：福井県） 、八幡浜港（港湾管理者：八幡浜市） 、青方港（港湾
管理者：長崎県） 、水俣港（港湾管理者：熊本県）の 6 港が地方港湾へと変更となった。 
 














8  1  6  0  1  8  0 
特定重要港湾 
（主要８港を除く） 
15  11  2  0  2  15  0 
重要港湾 
（特定重要港湾を除く）  
105  85  16  1  3  105  0 






















5.2.3  特定重要港湾と重要港湾の財政（港湾別） 
各港湾の総収入に占める港湾収入の比率（＝港湾収入／総収入、以下ではこれを港湾収
入比率と呼ぶ）を、平成 10 年度から平成 18 年度までについて算出し、主要８港と特定重
要港湾、重要港湾の別に平均値を計算した。表 5-2 がその結果である。 
 
表 5-2  総収入に占める各収入の比率（平成 10 年度～18 年度の平均） 













主要８港  27.3%  28.0% 7.4% 1.4% 29.4% 6.9%  29.4%
特定重要港湾  24.0%  24.1% 9.8% 3.0% 29.3% 31.0%  29.3%
重要港湾  11.1%  11.8% 17.6% 3.2% 27.2% 38.6%  27.2%






















次に、表5 - 3 から、各港湾の総支出に占める各支出の割合について見ていく。ただし、
 100 
歳出面においては、施設整備費がその整備状況によって大きく変化するため、総支出を基
準に分析することは適当ではない。 そこで、 以下では総支出から施設整備費を除いた値 （＝
総支出－施設整備費、以下ではこれを施設整備費以外の支出と呼ぶ）を基準に主な支出の
比率を分析する。各港湾の施設整備費以外の支出に占める管理費の比率（＝管理費／施設
整備費以外の支出、以下ではこれを管理費比率と呼ぶ）を、平成 10 年度から平成 18 年度
までについて算出し、主要８港と特定重要港湾、重要港湾の別に平均値を計算した。 
 
表 5-3  施設整備費以外の支出に占める各支出の比率 











主要８港  36.4% 58.8% 12.8% 34.9% 
特定重要港湾  31.2% 68.8% 11.0% 36.2% 
重要港湾  28.6% 71.2% 11.7% 42.9% 







の平均値をそれぞれ算出した。 これによると、 公債償還費比率は重要港湾、 特定重要港湾、
主要８港の順に高くなっている。また、人件費比率は主要８港が一番高く、重要港湾、特




















主要８港  51.7% 21.0% 27.3%
特定重要港湾  62.7% 19.9% 17.4%
重要港湾  73.3% 13.8% 12.9%
全体  70.8% 14.9% 14.3%
出典：港湾管理者財政収支状況調査報告書より筆者計算・作成。 
 
















主要８港  46.9% 48.1% 119.5% 121.8% 
特定重要港湾  43.7% 43.9% 141.5% 142.3% 
重要港湾  23.7% 25.7% 91.4% 97.7% 










湾収入／施設整備費以外の支出）について、平成 10 年度から平成 18 年度までの平均値を










これまで見た各比率の主要なものについて、平成 10 年度から平成 18 年度の変遷をグラ




































































図 5-12  施設整備費を除いた総支出に対する港湾収入の比率 






図 5-13 施設整備費と公債償還費を除いた総支出に対する港湾収入の比率 








のが、 表 5-7から表5 - 9 である。 これらについては、 港湾別とほぼ同じ傾向となっている。 
 
表 5-6  総収入に占める各収入の比率 
（港湾管理者別・平成 10 年度～18 年度の平均） 













主要８港  27.3%  28.0% 7.4% 1.4% 8.8% 6.9%  29.4%
特定重要港湾  20.3%  20.5% 10.2% 3.0% 13.2% 32.8%  30.7%
重要港湾  11.3%  11.9% 13.6% 2.6% 16.2% 42.7%  28.1%





表 5-7  施設整備費以外の総支出に占める各支出の比率 











主要８港  36.4% 58.8% 12.8% 34.9% 
特定重要港湾  30.3% 69.7% 11.3% 38.0% 
重要港湾  26.5% 73.1% 10.9% 41.8% 












主要８港  51.7% 21.0% 27.3%
特定重要港湾  63.9% 18.0% 18.2%
重要港湾  71.2% 15.3% 13.5%




表 5-9  施設整備を除いた収支比率 
















主要８港  46.9% 48.1% 119.5% 121.8% 
特定重要港湾  37.8% 38.4% 125.5% 127.2% 
重要港湾  22.1% 24.1% 88.5% 95.0% 




5.3  貨物量当たりの財政分析 
5.3.1 貨物量当たりの収入 
ここでは、各港湾における貨物量１単位当たりの収入について分析する。各港湾の貨物
量１単位当たりの港湾収入（＝港湾収入／貨物量）を、平成 16 年度から平成 18 年度まで
について算出し、主要８港と特定重要港湾、重要港湾の別に平均値を計算した。 
表5 - 1 0 がその結果である。同様にして、貨物量１単位当たりの独自財源と移転収入、一般
財源、公債についても計算した。その一覧が 
表 5-10である。 これによると、 貨物量１単位当たりの港湾収入は主要８港、 特定重要港湾、
重要港湾の順に多いことがわかる。逆に、移転収入や一般財源では重要港湾、特定重要港





表 5-10  貨物量 1 単位当たりの各収入（平成 16 年度～18 年度の平均） 












主要８港  0.125  0.126 0.029 0.011 0.040 -0.179  0.144
特定重要港湾  0.056  0.056 0.031 0.015 0.046 0.124  0.079
重要港湾  0.068  0.070 0.139 0.021 0.160 0.549  0.214






量１単位当たりの運営施設整備費 （＝運営施設整備費／貨物量） 、 貨物量１単位当たりの環
境整備保全施設整備費（＝環境整備保全施設整備費／貨物量）の平均値を、それぞれ算出
した。同様にとして、貨物量１単位当たりの管理費、貨物量１単位当たりの公債償還費、







表 5-11  貨物量 1 単位当たりの各支出（平成 16 年度～18 年度の平均） 











主要８港  0.094  0.030 0.040 0.080 0.232  0.027 
特定重要港湾  0.062  0.016 0.043 0.053 0.135  0.014 
重要港湾  0.294  0.049 0.041 0.114 0.503  0.036 
全体  0.254  0.044 0.042 0.105 0.443  0.033 
出典：港湾管理者財政収支状況調査報告書より筆者計算・作成。 
 
5.4  実証分析 











仮説 A に関しては、次の回帰モデルを用いて分析を行う。 
 
81 6
01 2 3 4 5 6
1 ss
it it it it it it it
it
bn D D D
c
1 7 D α ααα α α α =+ ×+×+× +×+× +× + ε   （１） 
ここで、 は港湾管理者 におけるt 年の貨物量１単位当たりの港湾コスト、 は港湾
管理者 におけるt年の貨物量、 は港湾管理者 が管理する港湾数、
it b i it c







it D は 16 年度ダミー変数、
17
it D は 17 年度ダミー
変数、 it ε は誤差項である。なお、それぞれの説明変数については次節で詳説する。次に、
仮説 B に関しては以下の回帰モデルを用いて分析を行う。 
 
28 1 6
01 2 3 4 5 5 5
ss
it it it it it it it it it bc c n D D D D
1 7 β ββββ β β β =+ × +× +×+× +×+× +× + ε   （２） 
回帰分析の結果の解釈はそれぞれ次のようになる。まず仮説 A については、式（１）の
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3 β が有意に正の値となれば、港湾数 が大










表 12  説明変数 






現況 （平成 16 年分～平成
18 年分） 」 
規模に関す
る要因 
港湾数  管理している港湾の数 
国土交通省港湾局「港湾
管理者一覧表（平成 19







報告書 （平成 16 年版～平









報告書 （平成 16 年版～平



















表 5-13  推計結果 




1753897  ***  1711030*** 578242*** 565519*** 159134***  160034***
貨物量^-1 
(0.000)    (0.000) (0.000)  (0.000) (0.000)  (0.000) 
0.050    0.011 -0.005   
港湾数 
(0.109)    (0.430) (0.194)     
0.206  *    0.041    0.023   
主要８港ダミー 
(0.073)    (0.410) (0.103) 
-0.059    -0.080** -0.084** -0.001    特定重要港湾 
ダミー  (0.493)    (0.033) (0.021) (0.909)     
0.036    0.053 0.011    平成 16 年度 
ダミー  (0.664)    (0.138) (0.291)     
0.013    -0.002 -0.003    平成 17 年度 
ダミー  (0.871)    (0.945) (0.797)     
0.181  *  0.313*** 0.178*** 0.224*** 0.056***  0.051***
定数項 
(0.060)    (0.000) (0.000) (0.000) (0.000)  (0.000)  
2 R   0.7545  0.7475  0.6591  0.6520  0.6421  0.6262 
Adjusted  
2 R 0.7470  0.7463  0.6487  0.6485  0.6312  0.6243 
観測値数  204  204  204  204  204  204 
注： （）内は P 値を表す。***，**，*はそれぞれ１％，５％，10％水準で有意。 
 











表 5-14  港湾数が２以上の港湾管理者を対象とした推計結果 




-1.7E-8***  -1.5E-8*** -8.2E-9*** -7.8E-9*** -1.6E-9  ***  -1.6E-9***
貨物量 
(0.000)   (0.000)   (0.000)  (0.000)   (0.000)    (0.000) 
5.6E-17***  5.3E-17*** 2.8E-17*** 2.7E-17*** 4.9E-18  ***  4.9E-18***
貨物量^2 
(0.000)   (0.000)   (0.000)  (0.000)   (0.000)    (0.000) 
0.127***  0.113*** 0.046** 0.041** 0.010  **  0.010**
港湾数 
(0.000)   (0.001)   (0.021)   (0.027)   (0.013)    (0.012) 
0.105    0.035     0.027  ***  0.027*** 特定重要港湾 





-0.004     平成 16 年度 





-0.005     平成 17 年度 
ダミー  (0.839)    (0.408)    (0.588)    
0.576***  0.598*** 0.379*** 0.373*** 0.065  ***  0.062***
定数項 
(0.000)   (0.000)   (0.000)   (0.000)   (0.000)    (0.000)  
2 R   0.5931  0.5839  0.5316  0.5244  0.4371  0.4347 
Adjusted  
2 R 0.5637  0.5694  0.4977  0.5078  0.3965  0.4081 
観測値数  90  90  90  90  90  90 
注： （）内は P 値を表す。***，**，*はそれぞれ１％，５％，10％水準で有意。 
 






















これまでの研究では、 これらの視点に関しては、 データによる検証がなされていなかった。 
そこで本稿では、新しい研究として以下の４つの研究を行った。 
5.  (第２章)：これまでの港湾整備の財政資金配分を初めて明らかにしていた。 
6.  (第３章)：規制の実態を整理し、効率的運営に向けた障害を明示した。 
7.  (第４章)：リードタイムデータを効率化指標として初めて用いて、効率的な港湾運営
に向けた施策の効果を、明らかにした。 
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